
 

 

 
 

泉佐野市２・３号認定 利用者負担額(保育料)表 
 

泉佐野市の利用者負担額 

階層区分 
３歳未満児 ３歳以上児 

保育標準時間 保育短時間 保育標準時間 保育短時間 

Ａ 生活保護世帯 ０円 ０円 

無 

償 

化 

に 

つ 

き 

０ 

円 

Ｂ１ 市民税非課税世帯 ０円 ０円 

Ｂ０ うち「特定世帯」 ０円 ０円 

Ｃ２ 
市民税所得割課税額 
４８，６００円未満 

１１，５００円 １１，３００円 

Ｃ１ うち「特定世帯」 ４，５００円 ４，５００円 

Ｄ１ 

市民税所得割課税額 
７３，０００円未満 

１５，５００円 １５，３００円 

うち「特定世帯」 ４，５００円 ４，５００円 

Ｄ２ 

市民税所得割課税額 
９７，０００円未満 

２５，５００円 ２５，１００円 

うち７７，１０１円未満 
の特定世帯 ４，５００円 ４，５００円 

Ｄ３ 
市民税所得割課税額 
１５０，０００円未満 

３１，５００円 ３１，０００円 

Ｄ４ 
市民税所得割課税額 
１６９，０００円未満 

４２，０００円 ４１，３００円 

Ｄ５ 
市民税所得割課税額 
２３５，０００円未満 

４８，５００円 ４７，７００円 

Ｄ６ 
市民税所得割課税額 
３０１，０００円未満 

５４，０００円 ５３，１００円 

Ｄ７ 
市民税所得割課税額 
３０１，０００円以上 

５５，０００円 ５４，１００円 

 

(注１) 「特定世帯」とは母子世帯等、障害児(者)のいる世帯、その他要保護者等特に困窮している

と認められる世帯。 

(注２) 小学校就学前の範囲において、保育所や幼稚園等を同時に利用する場合は、最年長の子ども

から順に２人目以降は０円とする。 

    ただし、市民税所得割課税額が 57,700 円未満（特定世帯の場合は 77,101 円未満）の世帯

は、子どもの年齢制限を撤廃し、最年長のこどもから順に２人目以降は０円とする。 

(注３) 保護者の月当たりの労働時間が６４時間以上１２０時間未満の場合は、保育短時間に該当

する。それ以外は保育標準時間とする。 

(注４) 年度途中で満３歳に到達した場合、その日が属する年度中は３歳未満児の利用者負担額を

適用する。 

(注５)  この表における市民税所得割課税額は、住宅借入金等特別税額控除、寄付金税額控除、外国

税額控除、配当控除等の控除を適用外とした額とする。 

 

※利用者負担額（保育料）は、保護者の市民税額で決定します（主たる生計主宰者が祖父母の場合は、そ 

の人の市民税額を合算して決定）。４月から８月までは前年度市民税額で決定とし、９月から翌年３月  

までは当該年度市民税額で決定となります。これにより、収入等の状況によっては、９月から利用者負 

担額（保育料）が変更となることがあります。 

 

例：令和 6年度保育料 

   R6.4 R6.5 R6.6 R6.7 R6.8 R6.9 R6.10 R6.11 R6.12 R7.1 R7.2 R7.3 

 

前年度市民税額（R4 年中所得）で決定  当該年度市民税額（R5 年中所得）で決定 


